
貸 借 対 照 表

2022年 3月31日　現在

下地島エアポートマネジメント株式会社 （単位：    円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

【流動資産】     452,939,874 【流動負債】      83,860,689

現 金 及 び 預 金     356,870,674 営 業 未 払 金      66,942,397

商 　 品      12,183,285 仮 預 り 金         146,600

前 払 費 用       9,868,106 未 払 法 人 税 等       2,328,500

未 収 入 金       1,646,824 前 受 金       8,719,612

仮 払 金       9,314,058 仮 受 金           6,230

預 け 金       3,934,776 賞 与 引 当 金       5,717,350

営 業 未 収 入 金      59,122,151 【固定負債】     312,805,300

【固定資産】     270,595,528 長 期 借 入 金     300,000,000

【有形固定資産】     143,497,698 受 入 敷 金 保 証 金      12,805,300

建 　 物      49,441,260 負 債 の 部 合 計     396,665,989

建 物 付 属 設 備      15,285,006 純 資 産 の 部

機 械 装 置      59,842,979 【株主資本】     327,233,016

車 両 運 搬 具       3,080,554 資 本 金     300,000,000

工 具 器 具 備 品      14,485,899 資 本 剰 余 金     300,000,000

その他の有形固定資産       1,362,000 資 本 準 備 金     300,000,000

【無形固定資産】      12,086,722 利 益 剰 余 金    -272,766,984

ソ フ ト ウ ェ ア      12,086,722 そ の 他 利 益 剰 余 金    -272,766,984

【投資その他の資産】     115,011,108 繰 越 利 益 剰 余 金    -272,766,984

差 入 敷 金 保 証 金         495,000

長 期 前 払 費 用         321,588

繰 延 税 金 資 産     114,194,520

【繰延資産】         363,603

創 立 費         363,603 純 資 産 の 部 合 計     327,233,016

資 産 の 部 合 計     723,899,005 負 債 及 び 純 資 産 合 計     723,899,005



損 益 計 算 書

自　2021年 4月 1日
至　2022年 3月31日

下地島エアポートマネジメント株式会社 （単位：    円）

科　　　　目 金　　　　額

【売上高】

運 営 管 理 収 入     212,753,294

不 動 産 賃 貸 収 入      60,440,546

商 品 売 上     162,036,599

そ の 他 の 営 業 収 入      25,385,199

売 上 高 合 計     460,615,638

【売上原価】

期 首 商 品 棚 卸 高      10,305,199

当 期 商 品 仕 入 高     345,008,216

合 　 計     355,313,415

期 末 商 品 棚 卸 高      12,183,285

売 上 原 価     343,130,130

売 上 総 利 益 金 額     117,485,508

【販売費及び一般管理費】

販売費及び一般管理費合計     186,564,611

営 業 損 失 金 額      69,079,103

【営業外収益】

受 取 利 息           3,614

雑 　 益       2,937,465

営 業 外 収 益 合 計       2,941,079

【営業外費用】

支 払 利 息         133,966

創 立 費 償 却         484,804

雑 　 損          19,114

営 業 外 費 用 合 計         637,884

経 常 損 失 金 額      66,775,908

【特別利益】

受 贈 益       3,678,750

特 別 利 益 合 計       3,678,750

税 引 前 当 期 純 損 失 金 額      63,097,158

法人税、住民税及び事業税         290,000

法 人 税 等 調 整 額     -18,797,218

当 期 純 損 失 金 額      44,589,940
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個 別 注 記 表 

１．記載金額は円未満を切り捨てて表示しております。 

 

２． 重要な会計方針に係る事項 

(1)資産の評価基準および評価方法 

たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品・・・・・・  先入先出法による原価法を採用しております。なお、収益性の低下により

投資額の回収が見込めなくなった場合は簿価切り下げを行っております。 

(2)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産・・・  定額法によっております。なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

②無形固定資産・・・  定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては

社内に於ける利用可能見積期間(５年)に基づく定額法によっておりま

す。 

(3)引当金の計上基準 

賞与引当金・・・・ 支給対象期間基準方式により、賞与支給見込額を計上しております。 

 (4)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額   ６３，１５４千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

   発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 前事業年度末 

株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 ３，０００ ―  ―  ３，０００ 

合 計 ３，０００ ―  ―  ３，０００ 
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５．税効果会計に関する注記 

    企業会計上の資産又は負債の額と課税所得計算上の資産又は負債の額に相違がある場合において、

法人税その他利益に関連する金額を課税標準とすることにより、法人税等を控除する前の当期純利益

と法人税等を合理的に対応させることを目的に税効果会計を適用しております。 

    繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

                            当事業年度 

                      （令和４年３月31日現在） 

（単位:千円） 

（繰延税金資産） 

      繰越欠損金                 １１０，７２９ 

           営業未払金                   １，６３８ 

      賞与引当金                  １，７１０ 

      未払事業税                           ６０９ 

未払費用                      １９４ 

少額減価償却資産                 １２２ 

減価償却超過額                    ８ 

営業未収入金                  △８１９ 

  繰延税金資産合計                        １１４，１９４ 

 

 

６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

「リース取引に関する会計基準」に基づきリース資産、リース負債を計上しております。但し、所

有権移転外ファイナンス・リース取引によるリース資産については、リース資産総額に重要性が乏し

いため、リース料総額から利息相当額を控除せずに計上しております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については下記の通り処理しております。 

    (1)重要性が乏しいリース資産・・・  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行って

おります。 

         (2)(1)以外の資産・・・  リース料総額を資産計上の上、減価償却費(利子込み定額法)にて会

計処理を行っております。 

       ※重要性が乏しいリース資産は下記のいずれかを満たす場合をいいます。 

         ①1契約３００万円(消費税別)以下 

         ②1物件２０万円(消費税別)未満 
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７．金融商品に関する注記 

(1)金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。 

未収入金及び営業未収入金に係る顧客の信用リスクは、期日管理を行い、主な取引先の信用状況

を半期ごとに把握する体制としております。 

(2)金融商品の時価等に関する事項 

令和４年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額（＊１） 時価（＊１） 差額 

現金及び預金 

未収入金 

預け金 

営業未収入金 

未払法人税等 

営業未払金 

仮預り金 

３５６，８７０   

１，６４６   

３，９３４  

５９，１２２  

（２，３２８） 

（６６，９４２） 

（１４６） 

３５６，８７０   

１，６４６   

３，９３４  

５９，１２２  

（２，３２８） 

（６６，９４２） 

（１４６） 

０  

０ 

０ 

０  

０  

０  

０  

（＊１）負債に計上されているものについては、( )で示しています。 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

現金及び預金、未収入金、預け金、営業未収入金、未払法人税等、営業未払金、仮預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 貸借対照表計上額（千円） 

受入敷金保証金 １２，８０５ 

賃貸物件における賃借人から預託されている受入敷金保証金は、市場価格がなく、かつ、

賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定することは困難であることから、合理

的なキャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とし

ておりません。 
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８．関連当事者との取引に関する注記 

法人主要株主等 

属

性 

会社等 
の名称 

議決権等 
の被所有
割合
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引 
金額 

（千円） 
科目 

期末 
残高 

（千円） 
役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

法

人

主

要

株

主

 

三 菱 地
所㈱ 

直接 
69.0 
間接 
0 

出向 
5人 
 

兼任 
3人 

業務 
委託 

営業 
取引 

業務 
受託 

1,893 
営業 

未収入金 
― 

商品 
売上 

営業 
取引 

商品 
売上 

1,626 
営業 

未収入金 
― 

施設の 
賃貸等 

営業 
取引 

施設の 
賃借等 

113,843 
営業 
未払金 

11,549 

経費等 
の立替 

営業 
取引 

経費等 
の立替 

163,304 

未収入金 2 

営業 
未収入金 

8,406 

㈱ 國 場
組 

直接 
16.0 
間接 
0 

兼任 
1人 

― ― ― ― ― ― 

双日㈱ 

直接 
15.0 
間接 
0 

兼任 
1人 

商品 
売買 

営業 
取引 

商品 
売買 

531 
営業 

未収入金 
― 

広告等 
営業 
取引 

広告等 220 
営業 

未収入金 
― 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

(1)１株当たり純資産額    １０９，０７７円６７銭 

(2)１株当たり当期純損失    １４，８６３円３１銭 

 

１０．追加情報に関する注記 

    新型コロナウイルス感染症の拡大は、新たな変異株の発生等により、今後の感染拡大や収束時期等 

を予測することは極めて困難であります。 

一方でワクチン接種等による感染拡大の防止に向けた取組により、経済活動が段階的に引き上げら 

れ、緩やかに回復すると仮定し、当社の繰延税金資産の回収可能性等の見積りを行っております。 




